自主点検表兼確認表　〔介護老人保健施設(従来型)〕

	施　設　名
	定員
	職　名
	施設点検者
	確　認　日
	確　認　者

	
	
	
	
	
	


【施設に関する基準：厚生労働省令で定める施設】

	区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考
	

	療養室
（併設施設との共用不可）
	定員は４人以下となっているか。
	□
	□
	平面図、現地と確認

（以下同様）
	

	
	１人当たりの床面積は、８㎡以上であるか。

(床面積には、洗面及び収納設備を含み、トイレは除く。）
	□
	□
	
	

	
	地階に設けていないか。
	□
	□
	
	

	
	１以上の出入口は、避難上有効な空地、廊下又は広間に直接面しているか。
	□
	□
	
	

	
	寝台又はこれに代わる設備を設けているか。
	□
	□
	
	

	
	入所者の身の回り品を保管することができる設備を備えているか。
	□
	□
	
	

	
	ナース・コールを設けているか。（認知症専門棟に限り設置しなくても可。）
	□
	□
	
	

	診察室
（併設施設との共用不可）
	医師が診察を行うのに適切なものであるか。
	□
	□
	
	

	機能訓練室
	１㎡に入所定員数を乗じて得た面積以上の面積を有し、（運動能力やＡＤＬの改善に）必要な器械・器具を備えているか。
	□
	□
	
	

	談話室
	入所者同士や入所者とその家族が談話を楽しめる広さを有しているか。（参考：老人保健法時代は１人当たり0.5㎡）
	□
	□
	
	

	
	ソファー、テレビその他の教養娯楽設備等を備えているか。
	□
	□
	
	

	食堂
	２㎡に入所定員数を乗じて得た面積以上の面積を有しているか。
	□
	□
	
	

	浴室
	身体の不自由な者が入浴するのに適したものであるか。
	□
	□
	
	

	
	一般浴槽のほか、入浴に介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を設けているか。
	□
	□
	その出入りは、ストレッチャー等の移動に支障を生じないよう構造設備上配慮すること。
	

	レクリエーション・ルーム
	レクリエーションを行うために十分な広さを有し、必要な設備を備えているか。（参考：老人保健法時代は１人当たり１㎡）
	□
	□
	
	

	洗面所
	療養室のある階ごとに設けているか。
	□
	□
	
	

	便所
	療養室のある階ごとに設けているか。
	□
	□
	
	

	
	ブザー又はこれに代わる設備を設けるとともに、身体の不自由な者が使用するのに適したものとなっているか。
	□
	□
	
	

	
	常夜灯を設けているか。
	□
	□
	
	

	サービス・
ステーション
	看護・介護職員が入所者のニーズに適切に応じられるよう、療養室のある階ごとに療養室に近接して設けているか。
	□
	□
	
	

	調理室
	食器、調理器具等を消毒する設備、食器、食品等を清潔に保管する設備並びに防虫及び防鼠の設備を設けているか。
	□
	□
	
	

	洗濯室又は
洗濯場
	
	□
	□
	
	

	汚物処理室
	他の施設と区分された一定のスペースを有しているか。
	□
	□
	
	


【通所リハビリテーション】

	区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	通所リハビリテーション
	指定通所リハビリテーションを行うにふさわしい専用の部屋等であって、３㎡に利用定員数を乗じて得た面積以上のものに、利用者用に確保されている食堂（リハビリテーションに強要されているものに限る）の面積を加えた面積があるか。
	□
	□
	

	
	通所リハビリテーションを行うために必要な専用の器械及び器具を備えているか。
	□
	□
	


【訪問リハビリテーション】

	区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	訪問リハビリテーション
	指定訪問リハビリテーションの事業を運営を行うために必要な広さとして、利用申込の受付や相談等に対応するのに適切なスペースを有する専用の区画を設けているか。
	□
	□
	

	
	指定訪問リハビリテーションの提供に必要な設備及び備品等を備えているか。
	□
	□
	


【その他施設に関する基準】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	機能訓練室、談話室、食堂及びレクリエーション・ルームを区画せず、１つのオープンスペースとすることは差し支えないが、入所者に対する介護保険施設サービスの提供に支障を来たさないよう全体の面積は各々の基準面積を合算したもの以上となっているか。
	□
	□
	

	施設の兼用については、各々の施設の利用目的に沿い、かつ、入所者に対する介護保険施設サービスの提供に支障を来たさない程度であるか。
（例）談話室とレクリエーション・ルームの兼用や洗面所と便所、洗濯室と汚物処理室が同一の区画にあること。
	□
	□
	

	療養室等、前表に掲げる施設は、専ら当該介護老人保健施設の用に供するものであるか。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。
	□
	□
	

	療養室については、併設施設との共用は認められない。

（併設施設とは、介護老人保健施設と病院、診療所又は指定介護老人福祉施設等の社会福祉施設（以下「病院等」という。）とが併設されている場合（同一敷地内にある場合、又は公道をはさんで隣接している場合をいう。）をいう。）
	□
	□
	

	療養室以外の施設の併設施設との共用は、介護老人保健施設と併設施設双方の施設基準を満たし、かつ、当該介護老人保健施設の余力及び当該施設における介護保健施設サービス等を提供するための当該施設の使用計画（以下「利用計画」という。）からみて両施設の入所者の処遇に支障がないか。
	□
	□
	

	併設の病院と施設を共有する場合、その共用施設については、医療法上の許可と介護老人保健施設の許可とが重複しているか。
	□
	□
	

	焼却炉、浄化槽、その他の汚物処理設備及び便槽を設ける場合には、療養室、談話室、食堂、調理室から相当の距離を隔てて設けているか。
	□
	□
	

	談話室やレクリエーション・ルーム等、床面積を定めない施設については、各々の施設の機能を十分に発揮し得る適当な広さを確保するよう配慮しているか。
	□
	□
	

	薬剤師が介護老人保健施設で調剤を行う場合は、調剤所があるか。

（薬剤師法の規定による。）
	□
	□
	


【設置が望ましい施設】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	□家族相談室　　　　□ボランティアルーム　　　　

□家族介護教室（認知症専門棟は必置）
	□
	□
	


【構造設備の基準】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	建物は、耐火建築物であるか。ただし、療養室等を２階以上の階及び地階のいずれにも設けていない場合は、準耐火建築物とすることができる。

（療養室等⇒療養室、談話室、食堂、浴室、レクリエーション・ルーム、便所等入所者が日常継続的に使用する施設）
	□
	□
	

	療養室等が２階以上の階にある場合は、屋内の直通階段及びエレベーターをそれぞれ１以上設けているか。
	□
	□
	

	療養室等が３階以上の階にある場合は、避難階段を２以上設けているか。

ただし、前記の直通階段を建築基準法上の避難階段としての構造とする場合は、その直通階段の数を避難階段の数に算入することができる。
	□
	□
	

	階段の傾斜は緩やかにするとともに、手すりは原則として階段の両側に設けているか。
	□
	□
	

	廊下
	片廊下の幅は、1.8m以上、中廊下の幅は、2.7m以上であるか。
（幅は内法によるものとし、手すりから測定すること。）
（※　中廊下は、廊下の両側に療養室等又はエレベーター室のある廊下をいう。）
	□
	□
	

	
	手すりを設けているか。（原則として両側に設けること。）
	□
	□
	

	
	常夜灯を設けているか。
	□
	□
	

	入所者に対する介護保健施設サービスの提供を適切に行うために必要な設備として次のものを設けているか。
	□
	□
	

	（1）入所者の身体の状態等に応じた介護保健施設サービスの提供を確保するため、車椅子、ギャッチベッド、ストレッチャー等を備えているか。
	□
	□
	

	（2）家庭的な雰囲気を確保するため、木製風のベッド、絵画、鉢植え等の配置や壁紙の工夫等に配慮するとともに、教養・娯楽のための本棚、音響設備、理美容設備等の配置に努めるているか。
	□
	□
	

	（3）車椅子等による移動に支障のないよう床の段差をなくすよう努めるているか。
	□
	□
	

	（4）病院又は診療所と介護老人保健施設とを併設している場合、両施設の入所者の処遇に支障がないよう、表示等により病院又は診療所と介護老人保健施設の区分を可能な限り明確にしているか。
	□
	□
	

	消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けているか。

（消防法に基づく消防用設備等及び風水害、地震等の災害に際して必要な設備）
	□
	□
	


【一般原則】
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	介護老人保健施設の施設及び構造設備については、基準省令のほか建築基準法、消防法等の関係規定を遵守するとともに、日照、採光、換気等について十分考慮したものとし、入所者の保健衛生及び防災につき万全を期しているか。
	□
	□
	

	介護老人保健施設の環境及び立地については、入所者の療養生活を健全に維持するため、ばい煙、騒音、振動等による影響を極力排除するとともに、交通、水利の便等を十分考慮したものであるか。
	□
	□
	


【認知症専門棟に係る基準】

	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護が必要とする認知症の利用者と他の利用者とを区分しているか。
	□
	□
	

	専ら日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護が必要とする認知症の利用者を入所させるための施設であって、原則として、同一の建物又は階において、他の利用者を利用させ、又は他の入所者を入所させるものでないか。
	□
	□
	

	入所定員は、４０人であるか。（40人が標準）
	□
	□
	

	入所定員の１割以上の数の個室を設けているか。
	□
	□
	

	療養施設以外の生活の場として入所定員１人当たりの面積が２㎡以上のデイルームを設けているか。
	□
	□
	

	日常生活に支障をきたすおそれのある症状又は行動が認められることから介護が必要とする認知症の利用者の家族に対する介護方法に関する知識及び技術の提供のために必要な施設であって、３０㎡以上の面積を有するものを設けているか。
	□
	□
	

	徘徊老人のための施設として、老人の見当識（方向、場所、周囲の状況を正しく理解する能力）に配慮した行動しやすい回廊式廊下等を可能な限り設けているか。
	□
	□
	

	療養室、洗面所、便所、サービス・ステーション及び汚物処理室は、認知症専門棟の定員に応じて設置しているか。
	□
	□
	

	診療室、機能訓練室、談話室、食堂、浴室、レクリエーション・ルーム、調理室及び洗濯室は、介護老人保健施設の認知症専門棟とそれ以外の部分の定員に応じて、いずれか又は双方に設置して差し支えないこと。
	□
	□
	


【人員に関する基準】

	区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	管理者
	管理者は、知事の承認を受けた医師であるか。

ただし、知事の承認を受けた場合は、医師以外の者に管理させることができる。

※　管理者を変更する場合、広島県知事の承認を受けているか。
	□
	□
	

	
	管理者は、専ら当該介護老人保健施設の職務に従事する常勤の者であるか。ただし、施設の管理上支障がない場合は、他の事業所、施設等の職務に従事することができる。

（兼務できる例：当該施設の従業者（医師）、併設する病院又は診療所の管理者、併設する病院又は診療所の医師等）
	□
	□
	

	医師
	常勤換算方法で、入所者の数を１００で除して得た数以上。常勤の医師が１人以上配置されているか。

（※入所者100人未満の介護老人保健施設であっても常勤の医師１人の配置が確保されていなければならない。）

　ただし、複数の医師が勤務する形態にあって、このうち１人の医師が入所者全員の病状等を把握し施設療養全体の管理に責任を持つ場合であって、入所者の処遇化適切に行われると認められるときは、常勤換算方法で医師1人として差し支えない。なお、兼務の医師については、日々の勤務体制を明確に定めること。
	□
	□
	

	薬剤師
	実情に応じた適当数であるか。

（※　入所者の数を３００で除した数以上が標準）
	□
	□
	

	看護・介護職員
	常勤換算方法で、入所者の数が３又はその端数を増すごとに１以上であるか。

　（看護職員の員数は看護・介護職員の総数の７分の２程度を、介護職員の員数は看護・介護職員の総数の７分の５程度をそれぞれ標準とする。）

当該介護老人保健施設の職務に専ら従事する常勤職員でなければならない。ただし、業務の繁忙時に多数の職員を配置する等により業務の円滑化が図られる場合は、次の２つの条件を満たすことを場合に限り、その一部に非常勤職員を充てても差し支えないこと。

○　常勤職員である看護・介護職員が基準省令によって算定される員数の７割程度確保されていること。

○　常勤職員に代えて非常勤職員を充てる場合の勤務時間数が常勤職員を充てる場合の勤務時間数以上であること。
	□
	□
	

	支援相談員
	１以上配置しているか。（入所者の数が100を庁える場合にあっては、常勤の支援相談員１名に加え、常勤換算方法で、100を超える部分を100で除して得た数以上。）

支援相談員は、保健医療及び社会福祉に関する相当な学識経験を有し、次に掲げるような入所者に対する各種支援及び相談の業務を行うのにふさわしい常勤職員を充てること。（入所者及び家族の処遇上の相談、レクリエーション等の計画・指導、市町村との連携、ボランティアの指導）
	□
	□
	

	理学療法士、

作業療法士又

は言語聴覚士
	常勤換算方法で、入所者の数を100で除して得た数以上配置しているか。
	□
	□
	

	区　分
	自主点検項目
	自主点検
	確認欄
	備　　考

	栄養士又は管理栄養士
	入所定員100以上の介護老人保健施設にあっては、１以上配置しているか。

同一敷地内にある病院等の栄養士又は管理栄養士がいることにより、栄養管理に支障がない場合には、兼務職員を充てても差し支えない。

なお、100人未満の施設においても常勤職員の配置に努めるべき。
	□
	□
	

	介護支援専門員
	専ら介護支援専門員の職務に従事する常勤の者を1名以上配置しているか。（※　入所者数が100人未満の施設にあっても1人は配置されていなければならない。入所者の数が100又はその端数が増すごとに１を標準とする。）

ただし、入所者数が100人以上の場合における増員に係る介護支援専門員については、非常勤とすることを妨げるものではない。

入所者の処遇に支障がない場合には、当該介護老人保健施設の他の職務に従事することができるものとする。なお、居宅介護支援事業所の介護支援専門員との兼務は認められないものである。ただし、増員に係る非常勤の介護支援専門員については、この限りでない。

介護支援専門員登録証明書が必要。
	□
	□
	

	調理員、事務員その他の従業者
	実情に応じた適当数を配置しているか。

調理員、事務員等については、併設施設との職員の兼務や業務委託を行うこと等により適正なサービスを確保できる場合にあっては配置しない場合があっても差し支えないこと。
	□
	□
	

	　介護老人保健施設の従業者は、専らその職務に従事する者であるか。ただし、入所者の処遇に支障がない場合には、この限りでない。
	□
	□
	


※1　入所者の数は、前年度の平均値とする。ただし、新規開設又は再開の場合は、推定数による。
※2　常勤換算方法は、当該従業者のそれぞれの勤務延時間数の総数を当該介護老人保健施設において常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。
※3　夜勤を行う看護・介護職員の配置基準

1　介護保健施設サービス費（Ⅰ）を算定する施設

夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が２以上（入所者等の数が４０以下の場合で、常時、緊急時の連絡体制を整備しているものにあっては１以上）

2　介護保健施設サービス費（Ⅱ）を算定する施設

①　夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が２以上であること。

　　　 ただし、次に掲げる要件のいずれにも適合している場合は、夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が１以上でよいこと。

ⅰ　１又は２の病棟を有する病院が介護老人保健施設基準附則第13条に規定する転換（以下、「転換」という。）を行って開設した介護老人保健施設であること。（１の病棟の一部のみが介護老人保健施設に転換した場合に限る。）

ⅱ　病院又は夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が１以上である一般病床又は療養病床を有する診療所に併設する介護老人保健施設であること。

ⅲ　併設する病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療所の入院患者、指定短期入所療養介護の利用者の　数及び当該介護老人保健施設の入所者の数の合計が１２０以下であること。

②　夜勤を行う看護職員の数が入所者等の数を４１で除して得た数以上であること。

3　介護保健施設サービス費（Ⅲ）を算定する施設

①　夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が２以上であること。ただし、常時、緊急時の連絡体制を整備しているものにあっては、1以上でよいこと。

②　看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションとの連携により、夜勤時間帯を通じて連絡体制を整備し、かつ、必要に応じて診療の補助を行う体制を整備していること。

③　①の規定にかかわらず、病院が転換した介護老人保健施設であって、次に掲げる要件のいずれにも適合している場合にあっては、夜勤を行う看護職員又は介護職員を置かないことができる。

ⅰ　１又は２の病棟を有する病院が転換を行って開設した介護老人保健施設であること。（１の病棟の一部のみが介護老人保健施設に転換した場合に限る。）

ⅱ　病院に併設する介護老人保健施設であること。

ⅲ　併設する病院の入院患者、指定短期入所療養介護の利用者の数及び当該介護老人保健施設の入所者の数の合計が１２０以下であること。

④　①の規定にかかわらず、一般病床又は療養病床を有する診療所が転換した介護老人保健施設であって、次に掲げる要件のいずれにも適合しているものについては、夜勤を行う看護職員又は介護職員を置かないことができる。

ⅰ　夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が１以上である一般病床又は療養病床を有する診療所に併設する介護老人保健施設語彙であること。

ⅱ　併設する診療所の入院患者、指定短期入所療養介護の利用者の数及び当該介護老人保健施設の入所者の数の合計が19以下であること。

【通所リハビリテーション人員配置基準】

	区分
	審査基準
	自主点検
	確認欄
	備考

	医師
	指定通所リハビリテーションの提供に当たらせるために必要な１以上の数を配置しているか（老健本体の基準を満たせば可。）。

常勤でなければならない。
	□
	□
	

	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、介護職員
	単位ごとに、利用者の数が１０人以下の場合は、その提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護職員若しくは介護職員が１以上確保しているか。

又は、利用者の数が１０人を超える場合は、その提供を行う時間帯を通じて専ら当該指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士又は介護職員若しくは介護職員が、利用者の数を１０で除した数以上確保しているか。
	□
	□
	

	
	前記に掲げる人員のうち専らリハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、利用者が100又はその端数を増すごとに１以上確保されているか。
	□
	□
	


【訪問リハビリテーション人員配置基準】

	区分
	審査基準
	自主点検
	確認欄
	備考

	医師
	指定訪問リハビリテーションの提供に当たらせるために必要な１以上の数を配置しているか（医療院本体の基準を満たせば可。）。

常勤でなければならない。
	□
	□
	

	理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
	1以上
	□
	□
	


【運営に関する基準】

（開設許可の場合）

	自主点検項目
	自主点検
	現地確認
	備　　考

	従業者の雇用関係書類、資格関係書類は整備されているか。
	□
	□
	

	運営規程の概要、従業員の勤務体制等（以下「重要事項」という。）を見やすい場所に掲示又は掲示の準備をし、若しくは、重要事項を記載した書面を備え付け、かつ、これをいつでも自由に閲覧させているか。又、併せて、原則として、重要事項を法人のホームページ又は介護サービス情報公表システム等のウェブサイトに掲載しているか。（ウェブサイトの掲載については、令和7年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	電気、水道等の公共料金の契約はされているか。
	□
	□
	事業開始できる状況であるかを確認する。

	入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めているか。

１　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。

2　当該介護老人保健施設からの診察の求めがあった場合において診察を行う体制を、常時確保していること。

3　入所者の病状等が急変した場合において、当該介護老人保健施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診察を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

(上記協力医療機関を定めることについて、令和9年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	「協力医療機関に関する届出書」を指定権者に提出しているか。
	□
	□
	

	損害賠償保険の契約を締結しているか。
	□
	□
	事業者が利用者に事故等により損害を与えた場合、損害賠償を支払うことができるかを確認する。

	建物の使用権原があるか。（賃貸借契約書、建物の不動産登記簿等）
	□
	□
	事業者が事業所の建物を使用できるか確認する。

	重要事項説明書、契約書、個人情報使用同意書及び虐待の防止、身体的拘束、業務継続計画（BCP)、緊急時の対応、苦情処理、感染症予防、事故発生時の対応関係書類（記録簿、マニュアル）等は整備されているか。
	□
	□
	


（更新の場合）

	自主点検項目
	自主点検
	現地確認
	備　　考

	従業者の雇用関係書類、賃金台帳、資格関係書類は整備されているか。
	□
	□
	

	運営規程の概要、従業員の勤務体制等（以下「重要事項」という。）を見やすい場所に掲示し、若しくは、重要事項を記載した書面を備え付け、かつ、これをいつでも自由に閲覧させているか。又、併せて、原則として、重要事項を法人のホームページ又は介護サービス情報公表システム等のウェブサイトに掲載しているか。（ウェブサイトの掲載については、令和7年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めているか。

１　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。

2　当該介護老人保健施設からの診察の求めがあった場合において診察を行う体制を、常時確保していること。

3　入所者の病状等が急変した場合において、当該介護老人保健施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診察を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。

(上記協力医療機関を定めることについて、令和9年3月31日まで経過措置あり）
	□
	□
	

	「協力医療機関に関する届出書」を指定権者に提出しているか。
	□
	□
	

	損害賠償保険の契約を締結しているか。
	□
	□
	事業者が利用者に事故等により損害を与えた場合、損害賠償を支払うことができるかを確認する。

	重要事項説明書、契約書、個人情報使用同意書及び虐待の防止、身体的拘束、業務継続計画（BCP)、緊急時の対応、苦情処理、感染症予防、事故発生時の対応関係書類（記録簿、マニュアル）等は整備されているか。
	□
	□
	


他法令確認表　[介護老人保健施設（従来型）] （開設許可の場合）
	要確認事項
	確認内容（協議、確認状況を申請者において記入のこと）

	　建物が建築基準法、都市計画法、消防法等に適合しているか。
	

	１　建築担当課等との協議状況

・新築等の場合～自己所有、賃貸を問わず建築基準法に基づく建築確認及び検査済証の交付を受けたものであること。

・改修等の場合～建築基準法の手続き（用途変更等）を確認し、手続きが必要な場合、完了したものであること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	２　消防担当課との協議状況

・新築・改修等される建物について、消防署と消防設備・避難設備等について、協議調整したものであること。

・消防法の手続きを確認し、手続きが必要な場合、手続きを完了したものであること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	３　食事提供外部委託に係る委託契約（該当施設のみ記入）

· 委託先による食事提供について、サービスの質が確保されるよう管理者が業務遂行上必要な注意を果たしうるような体制及び契約内容となっていること。

· 委託先による食事提供が困難となった場合の代替手段が確保されていること。
	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容



	４　その他関係法令


	申請者（確認した者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

協議日時　　　　年　　　月　　　日　

担当部署等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（TEL）　　　　　　　　　　　　　　　　

確認内容




※上記担当部署との協議に使用した建築図面は、申請内容と同一であること。
